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連 結 注 記 表 

 
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

(1) 連結の範囲に関する事項  

・連結子会社の数 １社 

・連結子会社の名称 栄光信息技術（青島）有限公司 

 

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項 

栄光信息技術（青島）有限公司の決算日は12月31日であります。 

連結計算書類の作成に当たっては、連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を行った

財務諸表を基礎としております。 

 

(3) 会計方針に関する事項 

① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

・時価のあるもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております。 

・時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。 

 

ロ デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法を採用しております。 

 

② 重要な固定資産の減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

 

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に

取得した建物附属設備については、定額法を採用しておりま

す。 

耐用年数は以下のとおりであります。 

建物附属設備     ３～15年 

工具、器具及び備品  ３～10年 

車両運搬具        ６年 

なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、

３年間で均等償却する方法を採用しております。 

ロ 無形固定資産 

 

定額法を採用しております。 

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能

期間（５年）に基づいております。 

なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、

３年間で均等償却する方法を採用しております。 

 

③ 引当金の計上基準 

貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。 
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④ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に

換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に計上しております。 

 

⑤ その他連結計算書類作成のための基本となる事項 

消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、

控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結会計年度の費用

として処理しております。 
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２．表示方法の変更に関する注記 

 （「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用） 

   「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16  

日）を当連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区

分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。 

    

（連結損益計算書） 

前連結会計年度において、独立掲記していた「営業外収益」の「為替差益」1,836千円は、

金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「営業外収益」の「その他」に含

めております。なお、当連結会計年度の「為替差益」は320千円であります。また、前連結

会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「受取補償金」は、重要性

が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。 

 

３．連結貸借対照表に関する注記 

有形固定資産の減価償却累計額 55,322千円 
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株 式 の 種 類 

当連結会計年度

期 首 の 株 式 数

（株） 

当連結会計年度

増 加 株 式 数 

（株） 

当連結会計年度

減 少 株 式 数 

（株） 

当連結会計年度

末 の 株 式 数 

（株） 

普 通 株 式 1,603,800 1,800 － 1,605,600 
 

（注）発行済株式の総数の増加1,800株は新株予約権の行使に伴う増加分であります。 

 

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

 

(3) 剰余金の配当に関する事項 

①  配当金支払額等 

2018年６月26日開催の第21期定時株主総会決議による配当に関する事項 

・配当金の総額 12,830千円 

・１株当たり配当額 ８円 

・基準日 2018年３月31日 

・効力発生日 2018年６月27日 

 

  

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度に

なるもの 

2019年６月26日開催予定の第22期定時株主総会において次のとおり付議いたします。 

・配当金の総額 12,844千円 

・配当の原資 利益剰余金 

・１株当たり配当額 ８円 

・基準日 2019年３月31日 

・効力発生日 2019年６月27日 

 

(4) 連結会計年度末日における新株予約権に関する事項 

新株予約権の内訳 
新株予約権の目的となる 

株 式 の 種 類 

新株予約権の目的となる 

株 式 の 数 

2014年発行新株予約権 

（株式報酬型ストック・オプション） 
普通株式 14,200株 

 

  



6 

 

５．金融商品に関する注記 

 (1) 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

     当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定して行っており、短期

的な運転資金については銀行借入等金融機関から調達しております。 

 

② 金融商品の内容及びそのリスク 

     営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で事

業を行うにあたり生じる外貨建の営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。 

      投資有価証券は主として株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。 

敷金及び保証金は、主に事務所の賃借に係るものであり、差入の相手先の信用リス

クに晒されております。 

     営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。また、

未払金についても同様にそのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。 

 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

イ 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

     当社グループは、営業債権については、営業管理規程に従い、取引先の状況を

定期的にモニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務

状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

敷金及び保証金については、相手先の信用状態を十分に検証するとともに、相

手先の状況をモニタリングし、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽

減を図っております。 

ロ 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

当社グループは、外貨建債務については、為替や金利等の変動リスクに対して

為替予約を利用してリスクの回避に努めております。スワップ等の取引は行って

おりません。 

デリバティブ取引の執行・管理については、担当部門が取引金額について社内

規程に基づく手続きを経たうえで、決裁者の承認を得て取引を行っております。 

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財政状態等

を把握し、保有状況を継続的に見直しております。 

 

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り

込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動すること

があります。 
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 (2) 金融商品の時価等に関する事項 

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は含まれておりません（（注）

２．参照）。 

 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1)現金及び預金 458,892 458,892 － 

(2)売掛金 106,885   

貸倒引当金（※1） △29   

 106,856 106,856 － 

(3)投資有価証券 6,943 6,943 － 

(4)敷金及び保証金 26,296 26,399 103 

資産計 598,989 599,092 103 

(1)買掛金 11,942 11,942 － 

(2)未払金 12,146 12,146 － 

(3)未払法人税等 27,827 27,827 － 

負債計 51,916 51,916 － 

デリバティブ取引(※2) 424 424 － 

（※1）売掛金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。  

(※2) デリバティブ取引によって生じた正味の債権･債務は純額で表示しており、合計 で

正味の債務となる項目については、△で示しております。  

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

     資 産 

     (1) 現金及び預金、(2) 売掛金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等し

いことから、当該帳簿価額によっております。 

     (3) 投資有価証券 

投資有価証券の時価は、取引所の価格によっております。 

     (4) 敷金及び保証金 

敷金及び保証金の時価の算定は、その将来キャッシュ・フローを国債の利

回り等適切な利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

     

         負 債 

     (1) 買掛金 (2) 未払金 (3) 未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。 

 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関等から提示された価

格等に基づき算定しております。 

   

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

区分 連結貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式 0 

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め

られることから、「（3）投資有価証券」には含めておりません。 
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６. 賃貸等不動産に関する注記 

   該当事項はありません。 

 

７．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 389円96銭 

(2) １株当たり当期純利益 47円86銭 

 

８．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

９．その他の注記 

該当事項はありません。 

  



9 

 

 

個 別 注 記 表 

 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

     子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法を採用しております。 

 

その他有価証券 

イ 時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

ロ 時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。 

 

② デリバティブの評価基準及び評価方法  

時価法を採用しております。 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得

した建物附属設備については、定額法を採用しております。 

耐用年数は以下のとおりであります。 

建物附属設備     ３～15年 

工具、器具及び備品  ３～10年 

車両運搬具        ６年 

なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３

年間で均等償却する方法を採用しております。 

 

② 無形固定資産 定額法を採用しております。 

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年

間で均等償却する方法を採用しております。 

 

(3) 引当金の計上基準 

貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

 

(4) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益 

として処理しております。 

 

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項 

消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、

控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業年度の費用とし

て処理しております。 
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２．表示方法の変更に関する注記 

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用） 

   「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16  

日）を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表

示しております。 

 

    

（損益計算書） 

  前事業年度まで、「営業外収益」の「その他」に含めていた「受取補償金」及び「助成

金収入」は重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしました。 

なお、前事業年度の「受取補償金」は241千円、「助成金収入」は324千円であります。 

 

３．貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 52,233千円 

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 1,084千円 

短期金銭債務 68,992千円 

 

４．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高  

売上高 12,913千円 

売上原価 80,454千円 

販売費及び一般管理費 404千円 

 

５．株主資本等変動計算書に関する注記 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 
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６．税効果会計に関する注記 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 繰延税金資産   

 未払事業税 1,890 千円 

 賞与 1,121  

 資産除去債務 2,032  

 その他 1,242  

 繰延税金資産小計 6,286  

 評価性引当額 △2,032  

 繰延税金資産合計 4,254  

 繰延税金負債   

 その他有価証券評価差額金 △1,317  

 繰延税金負債合計 △1,317  

 繰延税金資産の純額 2,936  

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの､ 

当該差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 法定実効税率 30.4 ％ 

 （調整）   

 交際費等永久に損金に算入されない項目 2.3  

 住民税均等割 1.2  

 留保金課税 1.2  

 評価性引当額の増減 1.0  

 その他 0.2  

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.3  

    

７．リースにより使用する固定資産に関する注記 

該当事項はありません。 
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８．関連当事者との取引に関する注記 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

  

種 類 
会社等の

名 称 
所 在 地 

資本金又

は出資金

( 千 円 ) 

事 業 の 

内 容 

議 決 権 等 

の 所 有 

( 被 所 有 ) 

割 合 ( ％ ) 

関連当事者

と の 関 係 

取引の

内容 

取引金額 

（千円） 
科 目 

期末残高 

（千円） 

親会社の

役員が議

決権の過

半数を所

有してい

る会社 

キャリアバン

ク 株 式 会 社 

（ 注 ） １ 

札 幌 市

中 央 区 

 

256,240 

 

人材派遣 

人材紹介 

 

（被所有） 

直接 51.1 

給与計算

業務の受

託・人材

派遣の受

入・人材

の紹介等 

給与計

算業務

の受託 

12,913 売掛金 1,084 

(注) 

 

１．当社の親会社の役員佐藤良雄氏が議決権の53.5％を直接又は間接保有しており

ます。 

 ２．取引金額には消費税等は含まれておりません。なお、期末残高には消費税等が含

まれております。 

 ３．上記取引については、一般取引条件と同様に決定しております。 

 

(2) 子会社及び関連会社等 

種 類 
会社等の

名 称 
所 在 地 

資本金又は

出 資 金 

( 千 元 ) 

事 業 の 

内 容 

議決権等 

の 所 有 

(被所有) 

割合(％) 

関連当事者と

の 関 係 

取引の

内容 

取引金額 

（千円） 
科 目 

期末残高 

（千円） 

子会社 

栄 光 信 息 

技術（青島） 

有 限 公 司 

中 国 

山 東 省 

青 島 市 

2,000 
ペイロー

ル 事 業 
直接 100.0 

給与計算業

務の委託 

役員の兼任 

業務

委託 
80,858 

買掛金 68,311 

未払金 404 

（注） １．栄光信息技術（青島）有限公司については、当社代表取締役熊谷浩二氏が董事長

を務めております。 

２．上記取引については、一般取引条件と同様に決定しております。 

 

９．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 340円64銭 

(2) １株当たり当期純利益 26円61銭 

 

10．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

11．その他の注記 

該当事項はありません。 


